
１．緒 言

現在情報技術 (IT: Information Technology) は急激な進化を遂げ，我々に

様々な効用を与えている。ドットコムビジネスや IT 企業等も多く存在し，

情報化の波が現代社会を包含している。この現在の情報化社会に対して，

産業革命以来の大きな革命期であると文明史論的に位置づけているものも

存在する１）。これらの技術の発展が社会に普及し，定着することによって，

我々は意思決定の多くの場面で適切な情報を活用できるようになった。特

に消費者が商品（サービスも含む）評価や購入に対して，これらの情報技術

を活用して得た情報によって，意思決定を失敗するというリスクを軽減さ

せることができている。このため企業側も消費者とのコミュニケーション

ツールとして，情報技術を活用している企業が増加しており，その代表的

なものがインターネットである２）。

インターネット調査の有効性と

課題に関する研究

丸 山 一 彦

１） 遠山，村田，岸 (2003) は，農具の発展によって生まれた農業革命を第１転
換点とし，蒸気機関の発明によって生まれた産業革命を第２転換点，そし
てコンピュータの普及で生まれた情報革命や情報技術の発展で生まれたデ
ジタル革命を第３の転換点としている。

２） デル・コンピュータでは，顧客との関係構築によって有益な情報を収集する
ため，インターネットを活用して小売店を企業と顧客の間に介在させなく
した。その結果中間マージンを削除でき，低価格の商品を実現できたが，
何よりも顧客のニーズと満足度を敏速に，そしてダイレクトに感じること
ができていることに価値を見いだしている。Kotler (2000) を参照。また伊
東 (2001) によると，花王は消費者相談に多く寄せられる内容を，ホームペ
ージで掲載することにより，窓口に申し出ない消費者の疑問や不安を解消
し，満足度や信頼性をあげる努力を行っている。
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インターネットは利用者の必要とする情報を瞬時にまた大量に，リアル

タイムで探索することができ，そして情報提供側からは，情報発信や収集

のスピードの早さとコストパフォーマンスに長けている等の利点が多く存

在し，コミュニケーションツールとしての有効性が示唆されてきた。しか

しその一方でインターネットから得られた結果には，信頼性に欠けるとの

指摘もある。それはインターネットがごく限られた一部の利用者のもので

あり，一般的な消費者の嗜好や行動との代表性が必ずしも一致しないと言

われているからである。ところがこれらの議論の結論が明確になるよりも

早く，インターネットの普及は劇的に増大し，今日ではインターネットは

消費者の日常生活での必需品という存在まで変化してきている３）。そのた

め現在では，サンプルの代表性に欠けると指摘されてきたインターネット

から得られた結果も，多くの研究から標本留置調査と殆ど変わりがないこ

とが導出されている４）。これだけ多くの個人にまで普及し，結果の信頼性

までも高まってきたインターネットは，企業にとって消費者とコミュニケ

ーションする有効なツールと言えると共に，このツールをどのように有効

活用するかによって，マーケティング成果を左右する重要な戦略要素にも

なってきていると言える。

以上のことから，本論文ではインターネットの普及や技術的発展を歴史

的に概観し，戦略的にインターネットというツールをマーケティングに活

用することの有効性を考察し，現在どのような活用方法が有効であるか，

またどのような部分に課題が存在するかを整理し，その特徴を明示する。

その上でインターネット調査に焦点を当て，消費者とコミュニケーション

する有効なツールとしての現状を調査し，戦略的マーケティングに活用す

３） 日本ではインターネット協会編 (2006) によると，２００６年２月現在，インタ
ーネット利用者数は６，４５８万人と推定されている。

４） Inoue and Ohnishi (2001) によると，インターネット調査と従来の調査間で
は，平均構造は異なるが，分散構造は同質であることを明示している。ま
た清水 (2006) によると，インターネット調査と従来の調査でのサンプルの
偏りは殆ど存在しないと指摘している。
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るための方法と課題を示唆する。

２．インターネットの普及とインターネットマーケティング

インターネットは１９５０年代後半から開始され，１９６９年に４台のコンピ

ュータを結んだネットワークシステムとして国防用に発展してきた５）。そ

の後１９７３年に初めて国際接続が行われるようになり，研究者間で利用が

高まり，１９８４年には，インターネットの接続ホスト数が１，０００台を越す

ようになった。そして１９８７年に接続ホスト数が１０，０００台，１９８９年に

１００，０００台，１９９２年に１，０００，０００台を越え，１９９４年にはインターネット

にショッピングモールが登場するようになった。その結果，インターネッ

トは LAN (Local Area Network) や WAN (Wide Area Network) など，数台か

ら数千台のコンピュータネットワークの集合体として，インターネット専

用線，電話回線，CATV 回線，携帯電話などで接続され，現在のように

全世界で多くの人々に利用されるようになった。

日本ではインターネット白書６）によると，２００６年２月現在，インター

ネット利用者数は図１が示すように６，４５８万人と推定され，１９９７年２月

以来１２．８倍，昨年比１０５％と増加している。インターネット利用者の性

別構成は，図２より男性５２．０％，女性４８．０％となり，男女間で利用の差

がないほど年々女性の比率が増加している。年代別構成についても，性別

構成同様昨年とほとんど変化はなく，世代間の利用の差もあまり見られな

い。

地域別のインターネット世帯浸透率は図３より，全国では５６．８％，最

も高いのは関東の５９．５％，次いで近畿５８．２％，中部５６．２％となっており，

都市圏で利用率が高いのは，ブロードバンドや常時接続の環境において，

地域格差があるためと考えられる。

５） 総務省 (2001)：「情報通信白書」，http://www.kids.soumu.go.jp/ を参照。
６） インターネット協会編 (2006) を参照。
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インターネットの利用時間は，利用者の拡大や，専用線接続や定額料金

の普及によって，深夜割引サービスの利用の減少および常時接続の増加に

伴い，利用時間帯は分散傾向にある７）。但しこのような傾向にあるものの，

やはり夜間から深夜時間帯の利用が多い（図４，図５参照）。

このようなことから，年代別や性別において多少差はあるものの，イン

ターネットを活用することは特殊なことではなく，誰もが日常的に使用す

る一般的なツールと言える。

またインターネットマーケティングの視点から，インターネットビジネ

スの発展過程を概観すると，「①情報発信の段階，②電子商取引の段階，

③マス・カスタマイゼーションの段階が存在する」と Raymond と Judy８）

は説明している。

初期の段階は情報発信の段階であり，企業情報を伝えるホームページを

図２ インターネット利用者の構成比

（出典） インターネット協会編 (2006)：『インターネット白書 2006』，インプレス，p. 50か
ら作成

７） 携帯情報センターモバイルカフェ (2006)：「携帯電話最新情報モバイルカフ
ェ２００６年３月アーカイブ」，http://doco-mo-ne.jp/ とインターネット協会編
(2006) を参照。

８） Raymond and Judy (1999) を参照。

性別

世代別
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図４ １週間当たりのインターネット利用回数

（出典） 携帯情報センターモバイルカフェ (2006)：「携帯電話最新情報
モバイルカフェ２００６年３月アーカイブ」，http://doco-mo-ne.jp/ から作成

図５ １日当たりのインターネット接続時間

（出典） インターネット協会編 (2006)：『インターネット白書 2006』，インプレ
ス，p. 60から作成
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作成し，公開する状況であり，情報発信はウェブサイトのコンテンツが決

め手となっていた。次の段階は，電子商取引の段階であり，インターネッ

トを通じて企業は消費者と直接コミュニケーションやオンラインによる販

売活動を行うようになる。さらに次の段階は，情報テクノロジーとマーケ

ティングが融合したマス・カスタマイゼーションであり，ユーザーのウェ

ブサイトでの利用状況に応じ，そのユーザーが必要と思われる情報を予測

して，ウェブページに表示したり，ユーザーが前もって見たいコンテンツ

を指定して，その情報を元にウェブページを表示したりするようになった。

正にインターネットビジネスの発展過程は，マーケティングパラダイ

ム９）の発展過程と類似しており，企業側から消費者に刺激を与え，購買を

促進させていた「刺激－反応パラダイム」が「①情報発信の段階」であり，

対価より価値物の方が価値あるものと知覚させ，交換を促進させる「交換

パラダイム」が「②電子商取引の段階」であり，顧客との関係構築から購

買を促進させる「関係性パラダイム」が「③マス・カスタマイゼーション

の段階」と言える。このようなことからインターネットという手段も，単

に情報を発信するということから，現在は関係構築という目的に利用され

る手段に変化してきている。

３．情報発信と情報収集としてのインターネットの役割

２章で述べたように，情報技術のヒジネスへの適応は，情報発信から始

まり，関係性構築のための情報収集へ移行している。

その情報発信について，インターネットは従来のメディアと比較して，

大きな可能性と有効性を備えており，コストの面でも，新聞やテレビ等と

比較すると格段に安くなっている（表１～表３参照）１０）。そのため情報発信

９） 嶋口，石井 (1995) を参照。
１０） 杉山，原，西澤 (2001)，株式会社博報堂インタラクティブカンパニー編

(2000)，多比羅，佐藤 (2000) を参照。
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表１ メディアの特性分類

地域性 接触時間 感覚 訴求力 接触法

全
国
地
域
限
定

パ
ー
ソ
ナ
ル

タ
ー
ゲ
ッ
ト

長
時
間

短
時
間

瞬
間
視
覚
聴
覚
印
象
度

記
憶
性

説
得
性

受
動
的

能
動
的

偶
発
的

インターネット ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

新聞 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △

雑誌 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ラジオ ○ △ ○ ○ ○

テレビ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ＤＭ広告 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

看板・ネオン △ ○ ○ ○ ○ ○ ○

車内中吊り広告 △ ○ ○ ○ ○ ○ ○

駅看板・広告 △ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ＰＯＰ ○ △ ○ ○ ○ ○

ノベルティ広告 △ ○ △ ○ ○ ○ ○

映画広告 ○ ○ ○ ○ ○ △ ○

コミュニティー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○

チラシ ○ △ ○ ○ ○ ○

（出典） 杉山勝行，原秀年，西澤正博 (2001)：『インターネット・マーケティング 2001』，
エッチアンドアイ，p. 21.

表２ 情報発信コストの比較

広 告 内 容 一般的制作費 基本ユニット出稿料

テレビコマーシャル（１５秒スポット，全国）２０００－３０００万円 １５万円／％視聴率

ラジオコマーシャル（２０秒スポット，全国） １００－２００万円 １０万円／本

新聞広告（モノクロ，一般紙，全国紙） １００－２００万円 ２０００－３０００万円／頁

雑誌広告（４色，主要月刊誌） １００－２００万円 １００－３００万円／頁

（出典） 株式会社博報堂インタラクティブカンパニー編 (2000)：『図解でわかるインターネ
ットマーケティング』，日本能率協会マネジメントセンター，p. 27.
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で競争に有利な立場であった大手企業中心から，中小企業やベンチャー企

業にまで競争に勝つチャンスが生まれてきている。このようにインターネ

ットは，情報発信の道具として高い価値の存在を実証してきていると言え

る。

次にインターネットを利用した情報収集には以下の様々なものが存在す

る。

①オンライン調査手法

電子メールで質問票を送付したり，ウェブや電子掲示板に調査票を掲

示して調査を行う方法である。電子メールによる調査は，自社で保

有するデータベースやウェブユーズネットのニュースグループから

購入した，電子メールアドレスリストを利用して調査サンプルを抽

出している。企業は調査目的に応じた対象を設定し，調査票の送付

先を管理することができ，未回答者への督促も行え，簡単でかつ容

易に調査票の回収管理が可能となる。

またウェブページにアクセスした時に，電子メールアドレスを登録し

てもらい，自社のデータベースを構築していくことにより，電子メ

ールを登録してくれたユーザにさらなる電子メールを発信すること

ができる。さらに詳細な個人情報や趣味や嗜好を問うことにより，

ユーザに適した情報を提供することができる。定期的にウェブペー

ジの更新情報，新商品情報などをメールでお知らせする方法が一般

表３ インターネット広告における料金

広告内容 費 用 一般的制作費 内 容

Ｅメールマガジン広告 １－２円／部 ５０－１００万円 ３８文字×５行

バナー広告 １０－１００円／クリック １００－２００万円 ４６８×６０ピクセル

ウェブＤＭ ３０－５０円／通 ３０－５０万円 ３８文字×１００行程度

（出典） 多比羅悟，佐藤直規 (2000)：『入門 e ビジネス Web マーケティング』，日本実業
出版社，p. 107, p. 109, p. 111を加筆修正
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的である。

②プレゼント懸賞

プレゼントを目的にウェブページへ集客させ，一般的に簡単なアンケ

ートと個人情報を記入し，応募させる方法である。プレゼント懸賞

は，内容があまりにも貧弱の場合，集客力が弱く，現金や商品券の

場合は集客力が高い。１万円程度の現金数本の懸賞では，１万人程度

の集客が可能と言われ，これだけのデータが瞬時に収集できる。

③ネットイベント

インターネット上では，有力ウェブサイトの主催するネットイベント

が開催されており，通常の広告活動より集客効果が期待される。ス

ポーツイベントや音楽イベントと同じように企業協賛という形で実

施され，このような活動を利用して情報を収集するものである。例

えば，高校野球速報ページやワールドカップサッカー特集などのコ

ンテンツがあるが，ここでの広告スペースを利用して，情報収集す

る画面にリンクする広告を作っておくと，クリック率は高い。また，

協賛企業からのプレゼントが魅力的な懸賞であると，情報収集量を

格段に増加させることができる。

④電子掲示板

ウェブサイトの告知などをはじめ，具体的な情報を告知する活動とし

て，企業情報掲示板に掲載する方法がある。掲示板の種類にもよる

が，１つの書き込みに対し１，０００アクセスされることもあるが，書き

込む側は常に有益な情報として書き込むが，読む側にとっては有益

な情報でない場合も多く，書き込む側の自己本位な告知が多いこと

も問題である。

⑤問い合わせ

これまでの問い合わせは，電話や FAX で行われていたが，これをイ

ンターネットで行う。電子メールは思いついたらいつでも，簡単に，
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そして気軽に送ることができるため，多くの苦情が寄せられると言

われている。

⑥インターネットグループインタビュー

インターネットの伝言板やメーリングリスト，チャットを通じて回答

者同士が意見を言い合う。インターネットを利用したグループイン

タビューは，地方の居住者や家からなかなか外へ出られない方でも

参加が可能である。発言された内容はデジタルの文字データのため，

発言集としてまとめられる。お互いの顔が見えないことによって，

プライバシーに関する内容まで踏み込むことができる。

⑦オプトインメール

オプトインメールは，ユーザの希望するジャンルの情報・製品紹介を

ユーザの了承を得て配信するメールを言う。最近ではプロバイダ契

約を行う際に，関心のある商品等についての広告やアンケートを，

受信しても良いかという簡単なアンケート調査に回答し，アンケー

ト受信に了解した方々に，広告やアンケートが送られてくるものが，

オプトインメールである。

１９９６年に世界初の「オプトインメールサービス」として開始された

IMI-net（いみねっと）１１）の例を取り上げる。表４に示すように，ユー

ザが登録時に選択した興味関心のある商品はかなり多く，様々なジ

ャンルで企業と関わりを持とうとしている顧客が多いことが分かる。

つまり企業としては，顧客との関係構築を創る場として大きなチャ

ンスが存在していると言える。

さらに，「お尋ねメール」を使えば，様々な特徴を持った消費者を探

１１） 会員数は４２８，５３４人（２００６年１０月現在）であり，都道府県別では東京都
１６．６６％，神奈川県１０．５４％，大阪府８．４２％，埼玉県６．５５％，千葉県５．９９％，
愛知県５．５６％，兵庫県４．８７％と関東および関西の都市圏のユーザーが多い。
男女比は男性４７．７３％，女性５２．２８％であり，インターネット利用ユーザー
の比率と比べると女性の比率が高い。imi ネット (2006)：「iMi ネットメン
バーの属性情報」，http://www.imi.ne.jp/imi/ を参照。
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し出すことが可能であり，通常の imi メンバー登録項目と上手に組

み合わせて，最適な対象者を探すことができる。内容は imi ネット

へメンバー登録すると，プロフィールや興味ジャンルにあったポイ

ント付きアンケートメールが届く。そのアンケートを返信してポイ

ントを獲得する。貯まったポイントは，図書券，ジェフグルメカー

ド，UFJ ギフトカード，ジャパンネットバンク，ジーポイントと交

換できる。

表４ imi ネットにおけるジャンルと登録人数

（出典） imi ネット (2006)：「imi ネットメンバーの属性情報」，http://www.imi.ne.jp/imi/.

興味ジャンル一覧 人数 割合

１
２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２
１３
１４
１５
１６
１７
１８
１９
２０
２１
２２
２３
２４
２５
２６

旅行・レジャー
地域限定情報
ＴＶ・ラジオ・タレント
映画・演劇・ミュージカル
プレゼント・ギフト
季節限定情報
お菓子・食品
新商品・キャンペーン
家事・料理
ＡＶ／ＣＤ・ビデオ
入浴・リラクゼーション
ゲーム
求人・就職
スポーツ観戦
飲みに行く店
自動車・バイク
アニメ
アウトドアライフ
生涯学習
手芸・工芸
日本酒・焼酎
土地・住宅
セキュリティー
子どもの学習・教育
ギャンブル
介護

３１７，５６４人
３１０，２７０人
３０２，７００人
２８５，３２７人
２７５，９３０人
２７２，４７３人
２７１，７８１人
２６７，１３９人
２５９，９７０人
２５０，４６４人
２４７，１０１人
２３５，３２６人
２２４，５０８人
２２２，６５９人
２１４，６０４人
２１１，３３９人
２０６，５８７人
１９９，６２８人
１９４，５５９人
１８９，３３０人
１８８，３０１人
１８６，８１１人
１８１，１９６人
１７４，５１１人
１６３，２９０人
１３８，９４２人

７４．１１％
７２．４０％
７０．６４％
６６．５８％
６４．３９％
６３．５８％
６３．４２％
６２．３４％
６０．６７％
５８．４５％
５７．６６％
５４．９２％
５２．３９％
５１．９６％
５０．０８％
４９．３２％
４８．２１％
４６．５８％
４５．４０％
４４．１８％
４３．９４％
４３．５９％
４２．２８％
４０．７２％
３８．１１％
３２．４２％

興味ジャンル一覧 人数 割合

２７
２８
２９
３０
３１
３２
３３
３４
３５
３６
３７
３８
３９
４０
４１
４２
４３
４４
４５
４６
４７
４８
４９
５０
５１
５２

本・雑誌
パソコン・ワープロ
外食・グルメ
インテリア・雑貨
通信サービス・インターネット
お茶・コーヒー・紅茶
ファッション
通販・ショッピング
お金・保険
アミューズメント・イベント
健康・医療
習い事（趣味）
ア－ト（美術・音楽等）
ビール・洋酒・その他
ビジネス
自分でするスポーツ
花・ガーデニング
ペット
日曜大工・ＤＩＹ
語学
エコロジー
子育て
ワイン
デート・ブライダル
美容・エステ
育毛・かつら

３１３，６０９人
３０７，９８２人
２９１，６９９人
２７６，６０５人
２７４，９８４人
２７２，３６３人
２７１，０７１人
２６６，５８０人
２５７，８４５人
２４８，５６９人
２４４，８１３人
２３１，１１４人
２２３，５０６人
２２０，４１９人
２１３，０１４人
２０９，１２３人
２０２，５８０人
１９９，１４５人
１９０，０９９人
１８８，８６０人
１８６，９１６人
１８１，９１７人
１７９，８２６人
１６７，７２１人
１４５，０５６人
１１０，２７０人

７３．１８％
７１．８７％
６８．０７％
６４．５５％
６４．１７％
６３．５６％
６３．２６％
６２．２１％
６０．１７％
５８．０１％
５７．１３％
５３．９３％
５２．１６％
５１．４４％
４９．７１％
４８．８０％
４７．２７％
４６．４７％
４４．３６％
４４．０７％
４３．６２％
４２．４５％
４１．９６％
３９．１４％
３３．８５％
２５．７３％
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以上のようにインターネット調査は，調査の設計から実施，集計処理，

配信にかかる時間が短くかつ迅速にでき，伝統的な調査手法と比べて費用

が安い（表５参照）。特にメールの一斉送信では，郵便と異なり，発送通や

発送回数が増えてもコストに反映されることはない。さらにインターネッ

トを通じて瞬時に世界中に配信され，世界規模の調査範囲と大規模調査が

可能である。ウェブサイトによる調査については，HTML ファイルへ変

換するため，印刷や印刷資料の製本作業，郵送作業が不要である。そして

返信される回答が早く，実施から終了までのプロセスが短い。電子メール

を使ったアンケートのあるケースでは，午前０時に２４問のアンケートを

電子メールで送ると，当日中に６４％が返信されている。

スピードやコスト以外にも，回答者に気楽な気持ちで自由記述をしても

らえる特徴もある。手で記入する郵送のアンケートと異なり，インターネ

ットのアンケートはパソコンを使って回答するので，文章の校正が容易で，

分からない漢字を気にすることもなく，ユーザーは思う存分自分の意見を

表５ ウェブアンケートと質問紙アンケート

ウェブアンケート 質問紙アンケート

設計
設問設計は質問紙と同じ
ウェブ作成と公開の知識を要す

設問設計のみの知識
文章作成ノウハウが必要

配布
ウェブ上公開：ウェブアドレス
メール：メールアドレス

郵送：コストと作業がかかる
面接：コストと時間を要す

回答

不慣れなユーザにはパソコンの基本的知識
が必要
回答時常時接続しなければならない
回答データの見直しが面倒

分岐設問などは回答者が間違える場合
もある
回答方法は，回答者に委ねられる

回収
特定場所へ返信 返信作業

人力による回収作業

データ
入力

デジタル処理
メールにて返信

パソコンへ入力作業
入力ミス発見作業が必要

集計
分析

サーバー内で処理可能
プログラムを構築すればリアルタイムも可能
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記入できる。また，インターネットの匿名性が本音を語りやすくする，と

いう側面もある。

回答入力に関しても，ソフトウェアによる回答設問の誘導や，入力間違

いに対して注意を促すことができ，回答者の回答間違いを無くすことがで

きる。さらに，回答者がウェブ上で入力するため，データ入力の作業が無

くなり，すぐに集計や分析ができ，コンピュータによる集計分析の処理は，

分析処理を容易とし，人的処理を軽減させる。面接調査を代表とする調査

方法ではプライベートの微妙な質問には回答しにくい設問もあるが，イン

ターネット調査は人を介さず，誰にも見られていないという観点から，プ

ライベートな設問についても正直な回答が得られる確率が高い。

以上のように，インターネットの普及と発展によって，情報発信で実証

してきたインターネット効果と同様に，情報収集という道具としても，多

くの有効性が存在している。

４．インターネット調査の現状と課題

インターネット上でどのような調査が行われているか調べるため，「ya-

hoo! Japan」を使用して「インターネット調査」という単語を検索すると，

カテゴリ検索において社会科学，社会調査の分野で３３件，さらに世論調

査の中で１３件検索された（２００６年１０月時点）。さらに，「アンケート調査」

で検索すると，サイト検索で８４件，ページ検索において１，２１０万件が検

索された。また検索語を「アンケート」とし，検索するとサイト検索で

７６４件，ページ検索においては５，２８０万件にもなる。さらに「リサーチ」

に変更して検索すると，サイト検索９８２件，ページ検索では１，８３０万件で

あった。ジャンルは大小企業をはじめ政府機関からホームページの感想等，

個人のウェブページまで幅広くアンケートが行われていることが分かる。

この中から，yahoo! リサーチのモニター制度でのインターネット調査

を，goo リサーチからアンケート調査の方法とモニターの属性を，政府機
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関からは，経済産業省の新世代統計システムを，懸賞サイトからアンケー

トの使用例を取り上げ，現在どのようなインターネット調査が行われてい

るか考察する。

yahoo! リサーチは日本国内在住で，１５歳以上をモニターとして募集し，

ID の取得，謝礼の受け取りのためインターネット銀行（イーバンク，ジャ

パンネットバンクの２銀行）口座を開設している。アンケート調査は yahoo!

リサーチからメールで送られ，返信すると謝礼が振り込まれる仕組みにな

っている。また調査結果はホームページ上で公開される。

最初にプロフィールを答え登録し，このプロフィールを用いてクライア

ント側の要求する調査対象者と一致すると，調査票が送られてくる。アン

ケート調査のメールを開く際，暗証キーが存在し，プロフィール票を送信

した際に返信され，このキーの暗証番号と一致しなければ，回答できない

仕組みになっている。この暗証キーにより，第三者が回答することや第三

者が登録情報を勝手に書き換えられないようになっている。yahoo! リサ

ーチは調査票に回答すると，基本的に回答者全員に，謝礼がインターネッ

ト銀行に振り込まれるようになっている。

goo リサーチ１２）では，インターネット調査を準備から集計まで，最短

７日間から最長でも３週間と，従来調査の１／２から１／４程度の期間で完了

させ，２０問１，０００サンプル（回収ベース）なら，わずか１３２万円（設問数

２０問の基本パッケージ料金の場合）からと，質問紙郵送調査のみならず，他

の類似調査と比べても低コストで行うことができる。さらにこれまで費用

・手間などの面で実現が困難だった全国数千人，数万人規模の大規模調査

でも，短期間，低コストで実施でき，約３０項目に及ぶ属性情報によって，

１２） goo リサーチとは，日本最大級であるポータルサイト「goo」を運営する
NTT-X と三菱総合研究所が融合し，ウェブマーケティング，調査企画力，
コンサルティング力を武器としたインターネット・リサーチサービス企業
である。goo リサーチ (2006)：「データストア」，https://research.goo.ne.jp/
を参照。
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回答者のきめ細かな絞り込みが可能なため，一般的な「消費者調査」ばか

りでなく，多様な対象者の選別が可能である。モニター属性はウェブモニ

ターが２４万５，０００人，ビジネスモニターが３万７，０００人，モバイルモニ

ターは５８万２，０００人である。最後に，調査票の設計や調査対象の抽出，

回答データの分析など，要望に応じて三菱総研の専門調査・分析技術を活

用できる。

次に，goo リサーチの消費者モニターである２４万５，３５８人（２００６年１０

月現在）を回答者とした非公開調査であるクローズアンケートでは，リサ

ーチモニターに e メールで告知し，特定 URL 上でアンケート調査項目に

回答させている。さらに携帯電話を利用した goo リサーチ・モバイルは，

goo リサーチのモバイルモニター（i モード・ezweb・yahoo! ケータイ）５８，２９４

名（２００６年１０月２日現在）を回答者とした非公開調査で，この調査はモバ

イルフォンのスピードをいかし，リアルタイムな調査が可能である。自主

調査については調査結果をウェブ上から購入することができ，表６に示す

ようなものがある。

経済産業省が発表する新世代統計システム１３）とは，経済産業省が調査

対象企業・事業所を対象に，毎月調査する生産動態統計調査，商業動態統

計調査（甲調査，丙調査）を始めとする各種の月次統計調査について，イン

ターネット等を活用することにより，調査票データのオンライン提出を可

能とする「オンラインデータ収集システム」をいう。

本システムは，調査対象企業・事業所，都道府県及び地方の経済産業局

と経済産業省（本省）間をオンラインで結び，約１９０種類に及ぶ調査票の

報告データのオンライン収集を実現する，世界でも例を見ない広域ネット

ワーク統計システムである。月例データ収集のため，経済産業省が従来ペ

ーパーによって成された調査が，インターネットを通じて回答できる。そ

１３） 経済産業省統計 (2001)：「新世代統計システム」，http://www.meti.go.jp/statis-
tics/index.html/ を参照。
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のため，作業効率の向上，調査速報が短期間で発表できる等々の利点が見

られる。

次に登録懸賞件数２，１３３件（２００６年１０月現在）が登録されている，No. 1

懸賞サイトと言われる Chance It! を取り上げる１４）。このサイトで商品を

手に入れるには，アンケートやクイズに答えなければならない。アンケー

トの内容は簡単で，個人の住所，氏名，年齢が中心で，そして企業側の意

見を問う設問があるが，どちらかと言うと新商品のプロモーションや企業

イメージアップ等のために使われている傾向があると言える。ある例とし

１４） このサイトでは，ホームページからメールアドレスを登録すると，無料で最
新懸賞情報が送信される。商品別の検索，当たりやすさ，簡単応募などの
基準で懸賞に応募できる。チャンスイット (2001)：「chance-it 注目プレゼン
ト」，http://www.chance−it.com/ を参照。

表６ goo リサーチによるインターネットアンケート調査内容（例）

調査内容 調査期間 回答数

「ちょいワルオヤジのイメージ」に関する調査結果

老後の生活に関するアンケート

おサイフケータイに関するアンケート

テレビＣＭと検索行動に関する調査

第１１回：インターネット・ツールの利用実態調査「RSS（３）」

動画ダウンロードに関する調査

インスタントメッセンジャーに関する調査

モバイルリサーチ第１６回：「第２回携帯電話に関する調査」

第２７回：Blog に関する調査

携帯電話の番号持ち運び制度に関する調査

ドメインに関する調査

デジタル一眼レフカメラに関するアンケート

インターネット上の“バトン”に関する調査

第２７回携帯電話買い替えニーズ調査

第４回ブロードバンドコンテンツ利用実態調査

安全に関する意識調査

料理に関する調査

「ジェネリック（後発医薬品）利用実態」に関する調査結果

「ワンセグ利用意向」に関する調査結果

たばこに関する調査

２００６／０８／１７～２００６／０８／２１

２００６／０８／２３～２００６／０８／２４

２００６／０９／１３～２００６／０９／２０

２００６／０９／２９～２００６／０９／３０

２００６／０９／１９～２００６／０９／２１

２００６／０９／２２～２００６／０９／２４

２００６／０９／０８～２００６／０９／１１

２００６／９／４

２００６／０９／０４～２００６／０９／０５

２００６／０８／１６～２００６／０８／１７

２００６／０９／０８～２００６／０９／１０

２００６／０８／０９～２００６／０８／１６

２００６／０９／０１～２００６／０９／０３

２００６／０８／２１～２００６／０８／２４

２００６／０７／０３～２００６／０７／１９

２００６／０７／２４～２００６／０７／２５

２００６／０８／２５～２００６／０８／２７

２００６／０８／０２～２００６／０８／０６

２００６／０７／２０～２００６／０７／２３

２００６／０７／２８～２００６／０７／２９

２，１４９

１，０８４

１１，３１６

１，０８８

１，０５４

１，０４３

１，０６３

１，０８６

１，０７４

１，０９１

１，０８１

１０，８５３

１，０９２

１，０００

４０，７１７

１，０６４

１，０８６

２，１９２

２，１７６

１，０７６

（出典） goo リサーチ (2006)：「データストア」，https://research.goo.ne.jp/datastore/index.html.
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て，Chance It! と東京電力とのジョイント企画で，ニンテンドー DS Lite,

QUO カード５００円分他（２＋３０名様）に当選するプレゼントに応募すると，

最後にアンケート調査が現れる。

日経 BP 社調査部１５）の調査では，BRICs 投資に関するアンケートで，

オープン型のアンケート調査になっている（図６参照）。

以上のようにインターネット調査は，大量に広範囲で，またスピーディ

ーに情報収集を行えるものであることは確認できたが，マーケティング目

的を適切に達成するための内容や方法の工夫については，インターネット

調査の実際からは確認できなかった。とにかく聞きたい内容を単に羅列し

ているものが多く，分析も単なる集計でしか活用できない内容となってい

る。また，広告・販促に重点を置いた企業のキャンペーンやイベント，商

品アピールが多く，戦略的マーケティングに活用するのに十分な調査に構

築されたインターネット調査は，それほど多く見られなかった。

このように従来の調査に比べ，有効な部分の存在するインターネット調

査であるが，まだ発展段階でもあり，上述以外にも課題は存在する。

ハード的な面では，常時接続がかなり普及し，高速で広域のデータが送

受信できるようになったとは言え，インターネット調査に回答するために

は，パソコンを前にしてインターネットに接続する必要があり，場所と時

間を固定されてしまうことになる。パソコンで作業する目的がない場合は，

パソコンに接することから遠退いてしまい，メールが届いていてもそのこ

とに気づかなくなる。従来の調査に比べて，即時性の効果を発揮するため

には，調査のメールが届いていることをリアルタイムで知らせる工夫と，

何処に居ても回答ができる，つまりインターネットと接することのできる

環境が必要になる。

また一般ユーザーがインターネットに接続するには，インターネットに

１５） 日経 BP 社調査部 (2006)：「日経ビジネス世論アンケート」，http://res.nik-
keibp.co.jp/ を参照。
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図６「日経ビジネス」ビジネス世論アンケート

『日経ビジネス』 ビジネス世論アンケート
「日経ビジネス」では，経済・経営，技術など特定のテーマについて，皆さまのご意見をお
伺いしています。今回は，BRICs 投資についてのアンケートです。皆様の個人情報やご回答
内容は日経 BP 社のプライバシーポリシーに従い，責任を持って管理いたします。個々のご回
答を，個人を特定できる形で公表することは，決してございません。なお，最後の自由意見欄
にご記入いただいたご意見は，個人が特定できない形で誌面に反映させていただく場合があり
ますので，あらかじめご了承ください。このアンケートの結果は，「日経ビジネス」２００６年１１
月６日号に掲載する予定です。ぜひご協力をお願い申し上げます。なお，プレゼントの抽選は
テーマごとにいたします。当選の発表はプレゼントの発送をもって代えさせていただきます。
また，プレゼントのお届け先は，日本国内に限らせていただきます。ご協力いただいた皆様の
中から抽選で以下のものをプレゼントします。全国共通ギフト券３０００円分・・・１５名様

中国，インド，ブラジル，ロシアの BRICs４カ国に対する日本企業の投資意欲が高まって
います。今回は個人レベルでの BRICs 投資に対するお考えについて伺います。
問１．あなたは，BRICs を対象とした投資信託（あるいは BRICs に本社を置く企業の株式）

を購入してみたいと思いますか。（ひとつだけ）※必ずお答えください。
１ はい
２ いいえ
３ どちらともいえない

（※「１はい」と回答した場合の流れは以下の通りになる。）

問２．その理由は何ですか。（いくつでも）
１ 今後，国全体で高い経済成長率が見込めるため，株価上昇への期待が高いから
２ 投資対象として有望な企業が多いから
３ 株式市場の流動性や透明性という面で，信頼が置けるから
４ 投資家からの多額の資金流入が予想され，株式市場が今後勃興する可能性が高いから
５ リスクは高いが，成熟する日本市場に投資するよりは良いから
６ その他（具体的に）
問３．中国，インド，ブラジル，ロシアの４カ国のうち，どの国を対象とした投資信託（ある

いは株式）を購入してみたいですか。（いくつでも）
１ 中国
２ インド
３ ブラジル
４ ロシア
問５．BRICs にかかわらず，投資信託（あるいは株式）を現在，保有していますか。（ひとつ

だけ）
１ 保有している
２ 保有していないが，今後購入したい
３ 保有しておらず，今後も購入するつもりはない
問６．BRICs 各国の経済や株式市場について，また BRICs への投資について，ご意見を自由

にご記入下さい。
（※この後，個人の属性を問う設問へ続く。）

（出典） 日経 BP 社調査部 (2006)：「日経ビジネス世論アンケート」，http://res.nikkeibp.co.jp/.
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接続する資格を持つサーバー，つまりプロバイダーに加入しなければなら

ない。これらの手続きは昔に比べ，かなり容易になってきているが，利用

者視点から完全に問題が解決されているわけではない。さらに情報技術を

活用するソフトの進化に合わせて，パソコン本体も急速に進歩するため，

現在の機能や新しい機能を利用するためには，パソコン本体をこれらが対

応できる新しいものに変更しなければならず，トータルコストが上昇する

ことになる。

ソフト的な面では，アンケートの目的と内容に問題が存在すると考える。

インターネット調査には，インターネット調査のホームページを作成し，

調査を知らせるメールを送り，回答したデータを構築する等の情報技術を

活用したシステム構築を熟知した組織と，戦略的にどのように収集した情

報をマーケティングに活用すれば良いかを導いていく組織の２つが介在す

るが，それらが有機的に融合されていないと考える。インターネットの技

術的な側面において，新しいプログラム言語やインターネット技術は益々

高度化しているが，それらはサーバーの仕組みやネットワーク論に特化し

た技術的部分のものが多く，マーケティングと融合されていない。反面，

戦略的マーケティングへ活用するための調査システムが十分に構築されて

いないのに，安易に収集量やスピードを高めるためだけに，インターネッ

ト調査を利用しているため，システム構築部門に適切なインターネット調

査を構築させることができなくなっていると言える。

以上のように，場所と時間を固定されてしまう点，プロバイダーへの加

入，ハードの新機種への変更が困難等を問題として取り上げてきたが，こ

こで考察したインターネット調査は，インターネットとの接続媒体（端末）

をパソコンとして考えた問題であり，現在はパソコン以外にも，携帯電話，

テレビ，カーナビゲーション等，様々な接続端末が存在している。これら

を詳細に考察し，顧客との関係構築を活用して，戦略的マーケティングに

有効に活用できるインターネット調査の適切な媒体を精選する必要がある。
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最も問題と考えられることは，インターネットを活用する情報技術とマー

ケティングとの融合であり，調査目的や内容が先行した情報技術の活用で

ないと，インターネット調査の真の効果を得ることは難しい。情報技術は

あくまでも道具や手段であり，情報技術が答えを導出する訳ではない。イ

ンターネットの技術的な側面に偏ったインターネット調査ではなく，経営

・マーケティング目的の戦略的活用を主に置いたインターネット調査の実

現を考察する必要がある。

５．インターネット端末としてのパソコンと携帯電話の比較

日本における携帯電話の契約台数は，９３，８１２，４００台（２００６年９月現在）

で，そのうちの８５％を超える８１，３４６，１００台がインターネット接続可能な

携帯端末である１６）。また携帯電話・PHS からのインターネット利用者

は，６４，１６７，０００人（２００６年２月現在）とされており，携帯する電話として

の普及はもちろんのこと，携帯するインターネット端末としての普及も急

速に進んでいる１７）。

ここでインターネット端末としてのパソコンと携帯電話の比較を行うと，

図７，図８が示すように，地域別，性別，年齢別において，インターネッ

トの利用にパソコンと携帯電話で大きな差は見られない１８）。特にインター

ネットに接続する端末としては，利用度がパソコンの時よりも年々急速に

伸びており（図９）１９），年齢層別でも多くの世代で利用されていることがよ

く分かる（図１０）２０）。

現在携帯電話で最も良く使用する機能として，図１１が示すように，メ

ール機能が，携帯電話の主機能である通話よりも高く，日々メールへの関

１６） 社団法人電気通信事業者協会 (2006)：「事業者別契約数」，http://www.tca.or.
jp/ を参照。

１７） インターネット協会編 (2006) を参照。
１８） インターネット協会編 (2006)，総務省 (2006a) を参照。
１９） インターネット協会編 (2006) を参照。
２０） 総務省 (2006b) を参照。
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図７ インターネットと携帯電話・PHS によるインターネットの世帯普及率の比較

（出典） インターネット協会編 (2006)：『インターネット白書 2006』，インプレス，
pp. 42-43から作成

図８ 性別，年齢別の比較

（出典） 総務省 (2006)：『平成１８年度版情報通信白書』，行政，pp. 101-103.から作成
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心度や依存度が高いことがよく分かる。携帯電話によるメールの返信率は，

１時間以内が３０％を超えると言われている２１）。

パソコンからインターネットへの利用を概観すると，接続時間や利用時

間（図１２，図１３）をある程度確保した上で，ある目的を持ってパソコンに

向かいインターネットを行っていると考えられる２２）。しかし携帯電話から

は，どのような場所やどのような時間からも接続が可能であるため，図

１４が示すように，１日の内で存在する幾度かの空いた時間を有効活用する

ために利用されていると考える２３）。

このように多くの場面で，携帯電話がインターネット端末として利用さ

図９ インターネットの利用端末の比較

（出典） インターネット協会編 (2006)：『インターネット白書 2006』，インプレス，
pp. 47から作成

２１） インターネット協会編 (2004) を参照。
２２） インターネット協会編 (2001) (2006) を参照。
２３） インターネット協会編 (2001) を参照。
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２００６年２月

２００５年２月

２００４年２月
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図１１ 携帯電話で最も利用している機能

（出典） インターネット協会編 (2004)：『インターネット白書 2004』，インプレス，
p. 168から作成

図１２ １週間辺りパソコンによるインターネット利用時間

（出典） インターネット協会編 (2001)：『インターネット白書 2001』，インプレス，
p. 64から作成

１時間未満

２時間以上５時間未満

５時間以上１０時間未満

１０時間以上１５時間未満

１５時間以上２０時間未満

２０時間以上３０時間未満

３０時間以上

わからない

無回答

インターネットを利用したメール

通話

インターネットを利用していないメール

情報サービス一覧

アプリケーション

スケジュールなどの個人データ管理

写真や動画の撮影・再生

データ通信

その他
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図１３ １日当たりのインターネット利用時間

（出典） インターネット協会編 (2006)：『インターネット白書 2006』，インプレス，
p. 61から作成

図１４ インターネット接続対応の携帯電話／PHS の利用場面

（出典） インターネット協会編 (2001)：『インターネット白書 2001』，インプレス，
p. 47から作成

たまたま空いた短い時間

まとまった時間

勤務先・学校の休憩時間

交通機関の利用中

勤務中・授業中

その他

無回答

ほとんど利用しない

３０分未満

３０分～１時間未満

１時間～３時間未満

３時間～５時間未満

５時間～８時間未満

８時間～１０時間未満

１０時間以上

わからない
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れていることが分かったが，４章で述べたパソコンを利用してのインター

ネット調査の問題点を考えると，携帯電話を利用すると，場所と時間が固

定されず，様々な場所で利用でき，特に空いた時間の利用として有効にな

る可能性が高い。またインターネットに常時接続がされているため，電源

を入れて電波の届く範囲であれば，常にメールの着信がリアルタイムで確

認することができる。そしてパソコンによるインターネット接続は，パソ

コンの設定やプロバイダへの加入など様々な設定が必要となり，一般的に

パソコンを購入してすぐに使えるものではないが，携帯電話によるインタ

ーネット接続は，面倒な設定は必要なく，直ぐに利用できる。パソコンで

はプロバイダへの加入手続きや料金決済手続きが必要となるが，携帯電話

は通信会社の通話料金とともに請求されるので，新たな手続きの必要は無

くなる。さらに携帯本体の価格は安く，最新の機種への変更が容易であり，

常に新しい情報技術を利用できることになる。そして現在では，携帯の形

もスタンディングタイプは姿を消し，液晶画面が大きく，見やすい折りた

たみ式の携帯電話がほとんどであり，製造メーカーが異なっても，ある程

度インターネット機能の使い方や機能は類似しており，操作性，性能にお

いても利用度が高まる要素が備わっている。

また携帯電話によるインターネット接続においては，「Web to」機能を

活用することによって有効性が高まる。「Web to」機能とは，画面に表示

された URL をクリックすると，そのウェブサイトに接続する（リンクす

る）もので，インターネットで言うハイパーリンクと同じである。この機

能を活用すると，利用者はわざわざ URL を入力する必要が無く，クリッ

クだけでインターネット調査の画面に接続できることになる。

以上のように携帯電話をインターネット接続の端末として利用すると，

パソコンを利用してのインターネット調査で考えられていた問題点をかな

り解決できる。また携帯電話の技術的向上と共に，携帯電話が無くてはな

らない存在になりつつある現在の生活環境を考えると，顧客との関係構築
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を活用して，戦略的マーケティングに有効活用するインターネット調査に

は，携帯電話を活用する価値は大いに存在する。

６．各通信事業者における携帯電話の通信技術の特徴

日本における携帯電話の市場は，NTT ドコモ，KDDI の au，tuka，

SoftBank の４社が存在する。通信会社が運営する携帯電話を用いたイン

ターネット接続は，NTT ドコモによる i モード，au による ezweb，Soft-

Bank による Yahoo! ケータイが存在する。図１５に示すように，携帯か

らのインターネット接続の加入者は増加しており，事業者が異なっても，

利用者のインターネット接続への要望が高いことが分かる。また各事業者

でインターネット機能の仕様に大きな違いもなく（表７），事業者によって

大きくコンテンツ（インターネット調査）を変更する必要はそれほど無い。

SoftBank では２００６年１０月以降，ポータルサイトを vodafonelive! から

表７ 各通信会社のインターネット機能および E-Mail 機能

NTT ドコモ
i モード

a u

ezweb

SoftBank

Yahoo! ケイタイ

受信文字 全角５，０００文字 全角５，０００文字 １５万文字 (300kb)

送信文字 全角５，０００文字 全角５，０００文字 １５万文字 (300kb)

着信通知 ○ ○ ○

メールアドレス xxx@docomo.ne.jp xxx@ezweb.ne.jp xxx@softbank.ne.jp

添付ファイル ○
画像，ムービー，

メロディ

○
画像，ムービー，

メロディ

○
画像（写メール）
ムービー，メロディ

情報通信料 ０．２円／１２８バイト
(FOMA)

０．２７円／１２８バイト ０．２円／１２８バイト

月額付加料金 ２００円 ３００円 ３００円

契約数 ４７１８．６万件 ２１５０．８万件 １２９０．２万件

（出典） 各社製品パンフレット，公式パンフレットから作成
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Yahoo! ケータイに変更したが，それに伴って検索エンジンの Yahoo! 検

索を用いて携帯電話専用サイトだけでなく，パソコンサイトの検索や閲覧

も可能になった。au については検索エンジンの goo 検索が使用可能とな
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っており，検索や閲覧が容易になっている。携帯電話に特化したサイトの

ジャンルはニュース，天気予報，ゲーム，エンターテイメント，地域情報，

銀行，グルメ・ショッピング情報，交通・旅行など多義にわたるが，携帯

電話用のインターネット調査はそれほど存在していない。

国際ローミングに関しては，NTT ドコモは従来の PDC (Personal Digital

Assistance) 規格ではローミングは全く対応しないが，FOMA の普及によ

り可能となる。au は cdmaOne（Code Division Multiple Access 方式）導入済

みのため，既に５カ国と国際ローミングを開始しており，音声だけでなく

メール機能も含めて国際ローミングが可能である。現在，表８に示すよう

に，海外通信事業者と資本提携が活発に行われており，回答者が海外に出

張や旅行に出かけていたとしても，携帯電話を用いると，インターネット

調査が可能になる。

日本の通信業者が採用している携帯電話コンテンツの開発言語は，C–

HTML (Hyper Text Markup Language)，WML (Wirelss Markup Language) /

HDML (Handheld Device Markup Language)，MML (Mobile Markup Language)

であり，開発が容易と言われている２４）。C–HTML は基本的な構造や使用

方法は HTML を周到しているため，開発が容易である（表９）。WML は

現在仕様が確立されていないため，HDML が採用されている。MML は，

基本的なウェブページ作成はインターネットホームページ作成とほとんど

変わらない。

このように開発言語においてもホームページを作成するより容易であり，

表示画面がパソコン用に比べ小さいため，作成時間もパソコン用より少な

２４） C–HTML はインターネットホームページに使われる HTML を i モード用
にカスタマイズした開発言語である。WAP (Wireless Application Protocol)
での開発言語は WML を使用することが規定され，この言語はフォンドッ
トコム社が開発した HDML が元となっており，その構造は XML (eXtensi-
ble Markup Language) に似ている。MML は，インターネットのホームペー
ジに使われている HTML から一部のタグを削除し，新たな携帯コンテンツ
向けのタグを追加したマークアップ言語である。田口 (2001) を参照。
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くて済む。各事業者で開発言語が異なるが，ベースとなるものはそれほど

相違はないので，統一的に作成していき，細部の部分で修正を行えばよい

ことになる。

７．結語

以上本論文では，インターネットの普及や技術的発展を歴史的に概観し，

表９ i モード用ウェブサイト，ezweb 用ウェブサイト，MML の制約

i モード ezweb (au) SoftBank

比較機種 F902iS W41SH 905SH

使用言語 C–HTML HDML MML

横幅 文字にして全角１９文字 文字にして全角１９文字 文字にして全角１９文字

画像 JPEG, Gif, Ping JPEG, Gif, Ping JPEG, Gif, Ping

表示色 ２６２万色 ２６０万色 ２６０万色

ファイルサイズ 最大 500kb（受信） 最大 500kb（受信） 最大 300kb（受信）

文字コード Shift_JIS Shift_JIS Shift_JIS

スクリプト言語 Java Java, WMLScript 対応 Java

半角カナ文字 使用可 使用不可 使用可

（出典） 各社製品パンフレット，公式サイトから作成

表８ 海外通信会社との資本提携

NTT ドコモ KDDI (au)

ア
ジ
ア

SK テレコム（韓）
KG チャイナ（台）
ハチソンテレフォンカンパニー（香）

SK テレコム（韓）
チャイナユニコム（中）
ハチソンテレフォンカンパニー（香）

米
加

AT&T ワイヤレス（米） ヴェライゾン・ワイヤレス（米）
テラスモビリティセルラー（加）

そ
の
他

KPN モバイル（蘭）
ハチソンホールディングス（英）
テレコムイタリア（伊）

テルストラ（濠）

成城・経済研究 第１７４号 （２００７／２）

― ―１００



戦略的にインターネットというツールをマーケティングに活用することの

有効性を考察してきた。その結果，インターネットは情報発信の道具とし

ての有効性は確認できたが，情報収集という側面では，大量で広範囲に，

かつスピーディーに収集できるものの，実際のインターネット調査は，と

にかく聞きたい内容を単に羅列したり，広告・販促（戦術的マーケティング）

に重点を置いたものが多く，戦略的マーケティングに活用するのに十分な

調査になっていないことを明確にした。そしてインターネットへの接続媒

介としてパソコンを考えると，場所と時間が固定されてしまう点，プロバ

イダーへの加入，ハードの新機種への変更の困難さ等の課題が存在するこ

とを明示した。そして消費者とコミュニケーションする有効なツールとい

う視点で捉えると，携帯電話の技術的向上と，携帯電話が無くてはならな

い存在になりつつある現在の生活環境から，戦略的マーケティングに有効

活用するインターネット調査には，携帯電話を活用する価値は大いに存在

することを明らかにした。

今後情報技術は益々進化を遂げていくことが容易に推測される。また携

帯電話も様々な活用方法が生み出されていくと考えられる２５）。消費者はこ

れらの道具を武器に適切で優れた意思決定を行えるようになり，その結果

このような消費者は適切な行動に満足を覚え，これらの道具をさらにフル

活用し，能動型の情報収集を積極的に行うことになる。このように消費者

に益々多くの情報が求められる時代になってきており，その情報を能動的

に収集することに適したインターネットや携帯電話というツールは，企業

にとってとても必須なものとなると言える。それだけに戦略的にマーケテ

ィング活動を行う有効なツールとして，今後さらに充実した研究が必要で

あると示唆する。

２５） 既に広告やイベント戦略等に携帯電話はモバイルマーケティングとして多く
活用されており，成果も報告されている。恩蔵 (2006)，藤田 (2006) 等を参
照。
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